
 

平成１９年度 環境省エコインターンシップ シンポジウム  

パネルディスカッション議事録 

開催日： 平成２０年２月１３日（水） 

会 場： 日本科学未来館 みらい CAN ホール 

テーマ： 「環境に配慮した社会に向けた『仕事』のあり方」 

参加者：＜コーディネーター＞ 

草野満代氏 （キャスター） 

＜パネリスト(五十音順)＞ 

• 石野耕也氏 （環境省大臣官房審議官）  

• 塩崎保美氏 （住友化学株式会社 理事 レスポンシブルケア室 環境・安全部長）  

• ピーター D. ピーダーセン氏 （株式会社イースクエア 代表取締役社長） 

• 村尾信尚氏 （関西学院大学教授、日本テレビ系列「NEWS ZERO」メーンキャスター） 

 

【草野氏】 

本日コーディネーター

を務めます草野満代と

申します。どうぞよろしく

お願いいたします。１時

間という時間の中で４名

の方にお話を伺っていく

ので、少しタイトな感じが

あるかもしれませんが、「環境のことを考えて働

く」というのは一体どういうことなのか。私もそう

ですが、これについて今の時点ではっきりお

答えをお持ちの方はまだまだ少なく、模索中と

いう方が大勢いらっしゃるのではないかと思い

ます。そういう中で環境政策などのお仕事に関

わっていらっしゃるパネリストの４名の方々がど

のように考えていらっしゃるのか、率直に伺っ

ていきたいと思います。 

 先ほど学生さんのエコインターンシップ参加

報告をお聞きしました。私が就職したのは 20

年ほど前ですが、こういうことを考えて職場を

選ぼうと思ったことは少なくともなかったと思い

ました。ただ、時代が移って、これだけ環境負

荷が大きくなっている時代の中で、環境を考え

ていくこと、そしてその中で自分自身のやりがい

を見つけていきたいという学生さんの言葉が非

常に印象に残りました。様々なことを２週間のプ

ログラムの中で学ばれたのではないかと思いま

す。一方で企業にとっても、自分たちの環境対

策がこれから未来を担う学生さんたちにどのよう

に映るのかということも、とてもすばらしい問いか

けになったのだろうと思います。 

 それでは、まず４名の方々にそれぞれ自己紹

介をお願いしたいと思います。現在のお仕事、

それから環境問題との関わりなどもお話の中に

加えていただければと思います。 

 では、塩崎さん、お願いいたします。 

 

【塩崎氏】 

住友化学の塩崎です。

レスポンシブルケア室に

在 籍 し て い ま す 。 私 は

1973（昭和 48）年に住友

化学に入社し、プロセス

開発やプラントの設計、製

造ラインの管理者、本社

の企画・管理部門などを経験し、2004 年１月か
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ら現在のレスポンシブルケア室で環境・安全を

担当しています。「レスポンシブルケア」という

言葉は耳慣れない方がおられるかと思います

が、一言で申し上げますと、製品の全ライフサ

イクルにわたり安全、環境、それから健康を確

保することを目的とした自主的な活動です。こ

の活動は現在、世界で展開されている化学業

界独特のものです。本日は「レスポンシブル・

ケアを知っていますか」というパンフレットと当

社の取組を紹介した CSR レポートを配付して

いますので、ぜひご覧いただきたいと思いま

す。 

かということを真剣に考えるようになりました。環

境省で言えば、地球温暖化の問題がありますし、

大蔵省のときには日本の財政、社会保障、年金、

医療などについて、本当にこのままで持つのか

という危機感が非常にありました。 

 背中を押されるような形で霞が関を飛び出し

選挙に出てみたのですが、見事落選し、役人か

ら浪人を経験しました。その後、関西学院大学

に拾われました。私も持続可能性という観点か

ら非常に問題意識を持っていますので、私なり

の考え方を発言できたらと思います。どうかよろ

しくお願いします。 

 私と環境との関わりですが、プロセス開発や

プラントの設計においては省エネルギー対策

を一生懸命やってまいりました。また、製造ライ

ンの管理者として、環境関連の法令順守、企

画部門ではM&Aの機会などがございますが、

この中で環境のデューデリジェンス 1 などをや

ってまいりました。したがって、在籍したすべて

の部署で環境は広く関係していました。現在

のポジションは、全社の環境保全の方針を策

定するなど、活動を主導していくという立場で

す。よろしくお願いいたします

 

【草野氏】 

ありがとうございました。では、ピーダーセンさ

ん、お願いします。 

 

【ピーダーセン氏】 

皆様、こんにちは。ご覧

のとおり天然茶髪で、生ま

れはデンマークでございま

す。 

。 

                                                

 

  

【草野氏】  

ありがとうございました。では、村尾さん、お

願いします。 

 

【草野氏】 

 でも、日本語はたいへんお上手です。 

【村尾氏】  

村尾です。よろしくお

願いします。私は 30 年

前に学校を出て、大蔵

省、今の財務省という役

所に入り、長く勤めまし

た。また、2002 年に環境

省で総務課長をやらせ

ていただきました。役人をやっていて、先ほど

の安井先生のお話ではありませんが、日本と

いうか、世界は、持続可能性が本当にあるの

【ピーダーセン氏】 

もう 17 年ほど日本にいまして、７年ほど前から

イースクエアという会社を立ち上げて、その経営

をしています。「環境のことを考えて働く」という

ことが今日のテーマの一つですが、我々の社名、

「イースクエア」というのはＥの二乗、つまり、横

軸にエコノミー、縦軸にエコロジーという意味が

あります。このエコロジー×エコノミーのフィール

ドは将来のビジネスフィールドになるだろうとい

う信念の下に。 初は本当にそうなるのかと思

っていましたが、 近それが色濃く出てきてい

ると思います。 

 
1 企業の M&A 実施時や、不動産売買・証券化などの際、対象と

なる企業や不動産などの、排水や排気、土壌・地下水、騒音など

の環境影響、汚染状況を入念に調査し、その価値やリスクを明ら

かにして適正に評価すること。（引用：環境 goo） 
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て、1990 年代頭にリオサミット3があり、そこで世

界全体を大きく変えていこうと、持続可能な社

会を目指すのだということで、「環境基本法4」や

第１期の「環境基本計画5」を我々自らの手で作

りました。その後、環境白書を書いたり、化学物

質の審査法改正をやったり、他の役所に出向し

たりして、今また環境省に戻り、総合環境政策

局というところにいます。こんなに環境がメイン

テーマになり社会を大きく動かす力になってい

ることに、30 年で時代は大きく変わったと感じて

います。私自身は、環境のことを考えて、 初

から環境のために仕事を始めたという思いがあ

ります。引き続き、社会全体を大きく変えていく

ために何ができるのか。特に若い人たちにそう

いうことを考えていただきたいと思います。今日

は学生さんがたくさん来ているので非常にうれ

しく思っています。 

■環境市場は新しい産業革命に匹敵 

ビジネスとエコロジーを考えるときに二つの

視点があります。一つは、すべてのビジネスは

エコロジカル産業にならざるを得ない。業種、

国を問わずエコロジカルなやり方でやってい

かなければ、我々は生きていけないということ

です。もう一つは、エコロジー産業、いわゆる

環境ビジネスそのものです。このフィールドも

世界で も有望視されている領域です。去年、

ハイリゲンダムサミット2がドイツでありましたが、

その前に全欧州の環境大臣 27 人が非公式会

合を開き、その中で二つのことが言われました。

一つは、環境市場はこれまでのどの市場よりも

大きなものになるだろう。航空機市場や自動車

市場、化学市場よりも大きなものになる。それ

から、10～15 年以内に新しい産業革命に匹敵

する動きになるだろうということを大臣会合レベ

ルで言っています。そういう意味では、まさに

環境を考えて働くというか、行動していくことは

時代の旬のテーマではないかと思います。 

 

【草野氏】 

ありがとうございました。時代とともに環境に

対する取組は本当に変わってきたというお話が

石野審議官からありました。私も今から 11 年前

の 1997 年に京都会議6の取材に行きましたが、

あれが日本にとっては環境のことを考えるある

種大きな分岐点というか、きっかけになった部

分は大きいと思います。しかし当時はあまりに問

題意識がなく、また、夜中を徹して行われた会

議だったため、必死に勉強をした覚えがありま

す。「ああ、こういうことが今問題になっているの

か」と。遅ればせながらですが、それから考える

と隔世の感があるなと今思っています。 

 

【草野氏】 

イースクエアというのはそういう意味があった

のですね。では、続いて石野審議官、お願い

します。 

 

【石野氏】 

石野です。今の仕事

は環境教育や環境計画、

環境アセスメント、環境

税、グリーン購入等々で

す。私は村尾さんとほぼ

同期で、1977 年に役所

入りました。当時は「環

境庁」という役所で、極めて少数、600 人ぐらい

しかいない小さな役所でした。しかし、その後

30 年間にいろいろな意味で時代とともに大きく

変わってきたなとしみじみ思っています。 

 今日は「『様々な仕事の現場で環境に配慮す

る』というのはどういうことなのか」、また、「『環境

のことを考えて働く』ということはどういうことなの

 1980 年代に環境政策の新しい動きが出てき

                                                 

                                                 
3 環境と開発に関する国際連合会議。1992 年 6 月にブラジルのリ

オ・デ・ジャネイロで開催された首脳レベルでの国際会議（詳細

は 16 頁参照） 
4 現在及び将来の国民の健康で文化的な生活の確保に寄与すると

ともに人類の福祉に貢献することを目的として 1993 年に制定（詳

細は 16 頁参照） 
5 環境基本法第 15 条に基づき、政府全体の環境保全施策の総合的

かつ計画的な推進を図るため、総合的かつ長期的な施策の大綱等

を定めた計画（詳細は 16 頁参照） 
6 気候変動枠組条約第 3回締約国会議。1997 年 12 月に京都で開催

された温室効果ガス排出規制に関する国際的な合意形成を主な目

的とした国際会議（詳細は 16 頁参照） 

2 第 33 回主要国首脳会議。2007 年 6 月 6 日から 8 日にドイツの

ハイリゲンダムで開催された。 
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か」。この二つの話題を皆さんで深く議論して

いただけたらと思います。 

た時代と、地球環境問題になっていった時代、

さらに地球環境問題になった中でビジネスにも

つながっていくという「第３の波」とも言ったりして

いますが、その時代で取組はずいぶん変わっ

ています。 

 塩崎さん、企業は利益を追求しますが、環境

について取り組まなければいけないというよう

になってきたのはいつぐらいからですか。 

  少しだけ面白い事例を紹介しますと、スリーエ

ムというポスト・イットを発明した会社があります。

この会社は 3P（Pollution Prevention Pays）という

汚染防止は利益につながるというプログラムを

1975 年からやっています。しかも、非常に良い

点は、従業員の提案によってそれを展開してい

ることです。いくつかの基準を設け、ある周期で

従業員からの提案を採用し、それにより経費を

削減させ、また、環境にも良く、新しい売り上げ

をもたらす。二十数年で従業員からの 6000 の

提案が採用されて、経費削減、あるいは新たに

生まれた売り上げは 1200 億円に上ることがちゃ

んと指標化されています。これは典型的で古い

例ですが、ずっと展開している例です。そうやっ

て働く人のアイデアや発想を生かしていくという

ことと、ちゃんと数値化していくということ、また、

プログラム化して打ち出していくこと、事例にし

ていくというのはすごく面白いと思います。 

【塩崎氏】 

■契機はリオサミット以降 

当社のことを申し上げると、創立以来になり

ます。というのは、当社は銅を精錬する際に出

てくる亜硫酸ガスを回収して肥料を製造する

事からスタートしました。いわば、公害防止技

術を活用して有用物を製造したという成り立ち

の会社で、入社当時からずっと教育も受けて

いますし、また、企業として環境に配慮するこ

とは当たり前という考え方がありました。ある意

味他社とは違うところがあるかもしれません。当

社としてはそのように考えています。ただ、化

学物質管理について具体的な議論になってき

たのは先ほど草野さんがおっしゃいました

1992 年のリオのサミット、それから 2002 年の

WSSD7が私どもの姿勢をさらに後押しして、よ

り化学物質管理についてきちんと対応していく

というふうになってきたのではないかと私は認

識しています。 

  

■本業への組み込み 

 また、 近出てきているのは、本業型の取組

です。ビジネスに組み込んでいくということがこ

こ数年急速に出てきていると思います。これは

エコロジカル産業とエコロジー産業において、

環境をテーマとしたビジネスの可能性が見え始

めてきたところからだと思います。例えば、ほと

んどの方はご存じだと思いますが、GE という会

社が「環境」で商品をくくり、その商品群を「エコ

マジネーション」としてマーケティングキャンペ

ーンと同一のテーマで取り組み非常にアグレッ

シブな売上目標を立てています。あるいは世界

大のスーパーマーケットチェーンであるウォ

ルマートのような会社があります。実際に去年の

９月にカンザスシティーの店舗を訪問しましが、

そこにいた店長は普通のアメリカ人のお兄さん

で熊のような感じの方なのですが、その方が自

らサステナビリティを熱く語るのです。日本から

【草野氏】 

塩崎さんのところは創業時からだとおっしゃ

いましたが、ピーダーセンさんは様々な会社の

コンサルティングもやっていらっしゃいますの

で、いろいろな会社を見ていると思いますが、

どう変化してきたというように把握していらっし

ゃいますか。 

 

【ピーダーセン氏】 

■第３の波 

いろいろな時代に区切ることができます。安

井先生のお話にローカル、グローバルというこ

とがありましたが、ローカルな環境問題があっ

                                                 
7 持続可能な開発に関する世界首脳会議。2002 年 8 月 26 日～9

月 4 日、ヨハネスブルグ（南アフリカ）で開催された国際連合主

催の首脳会議（詳細は 16 頁参照） 
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訪問した我々にパワーポイントで、「うちの店舗

はこうだ、ああだ、うちの会社はああだ、こうだ」

と説明してくれました。１年前はサステナビリテ

ィのサの字もまったく知らないお兄さんが語っ

ているのです。ああいう会社は本業に組み入

れようと今動いています。 

【草野氏】 

塩崎さん、実際環境に携わる部署というのは

大変ですか。 

 

【塩崎氏】 

■全社一丸 

 スピードが十分かどうかは非常に大きな問題

です。時代が動いている中で、日本企業に対

して思うのは、従業員のアイデアを十分生かし

きれていないということ。そして、改善型は大得

意だけれども、革新的で新しいアイデアをアピ

ーリングする形で社会に打ち出していくことは

比較的不得意ですね。そこでもっともっといろ

いろな発想を取り入れていくことができるので

はないかと思います。 

大変は大変ですね。住友化学の場合、どこ

の部署にいてもそれぞれの立場で大変ですが。

私どもは「全社一丸となって」という考え方でや

っています。私どもは素材産業ですから、研究

開発からプロセスまでいろいろな開発を行って

います。例えば、研究段階ですと、溶媒がありま

す。溶媒は反応させる上で非常に重要な役割

を果たすものですが、これも環境負荷の少ない

ものに変えるとか、また、自動車産業に対しては

軽量化、しかも成形性のいいポリプロピレンとい

う新しい商品を供給しています。また、プロセス

でも、例えば、副生物をまったく生成しない目的

物だけを製造するなどです。これは触媒の技術

です。どうしても副産物が出てくる場合には、吸

着設備を使って吸着し、またプロセスの中に返

す。そういう様々なプロセスの中で環境に非常

に役立つ工夫を行っています。ですから、全社

を挙げて環境に対して取り組んでいくという姿

勢でやっています。ただ、先ほど言いました世

界的な流れについては、私ども環境を担当して

いる部門が全社にアナウンスをし、その方向性

をきちんと定めていく。こういうことが私ども環境

部門の役割だと思っています。 

 

【草野氏】 

日本の企業はそういう意味ではまだまだ遅

れているのではないかということでしょうか。 

 

【ピーダーセン氏】 

■ポジティブモードへの切り替え 

まじめですし、コツコツ型ですし、中身を見

ると日本の方が良かったりする場合がたくさん

あります。環境部門は大変な部署です。プロフ

ィットセンターのように利益を生み出すところと

いう意識があまりありません。しかし、GE の例

のようにマーケティングキャンペーンと実際の

商品のカテゴライゼーションを連動させること

によって、環境はプロフィットセンターであって、

誰でも就職したいような部署になる。そのように

どんどん変えていかないといけないと思いま

す。 

 

【草野氏】 

先ほど学生さんのレポートの中でも、おそらく

環境に携わる部署というのは経済成長と環境配

慮の板挟みになって大変なのではないだろうか

という声もありました。その辺りは後ほど皆さんに

お話を伺いたいと思います。 

 日本の企業を見ていると、まだまだできること

はたくさんあると思います。ポジティブモードに

もっと切り替えていかないといけない。日本は

どちらかというと「削減」、「省エネ」といったよう

に、何かマイナスモードになりがちなのです。

もっともっとポジティブモードになっていかない

と世の中は十分な速度で変わらないのではな

いかと思います。 

村尾さんは、環境に配慮するという企業の実

態について現状をどのようにとらえていらっしゃ

いますか。今ニュースキャスターでもいらっしゃ

るので。 
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【村尾氏】 

■利潤追求原理 

ジャーナリストの立場から言います。 近企

業の不祥事というと、赤福、船場吉兆、製紙会

社による再生紙偽装などが挙げられます。また

昨年は、一年を象徴する言葉として清水寺で

「偽」という文字が書かれました。今日は企業

の皆さんが来ているので、私ぐらいが強く言っ

た方が良いかと思ってあえて言わせていただ

きます。 

客観的にものを見ますと、企業というのは利

潤追求の組織なので、環境の側面から見ると

「利潤追求＝環境に良い」という部分はもちろ

んあります。例えば、「省エネ」、「省コスト」です。

先ほど学生さんからの発表で、工場の電球１

本取ることがコスト削減につながるというような

お話しがありました。これは利潤追求原理にも

即しているし、環境の面からも良いという意味

で、企業の利潤追求原理に任せれば環境が

良くなる側面です。 

 

■企業を疑いの目で見ざるを得ない 

それはそれで良いと思いますが、問題なの

は、学生の皆さんが報告してくれたような化学

物質の処理や管理というものです。これは確か

に利潤追求原理とはそぐわない原理を企業は

一面で持っています。この部分については、

本当に法令順守を企業がやっているのかどう

か、正直言って疑いの目で見ざるを得ないとこ

ろが多々あります。中国産の毒入りギョーザ問

題ではありませんが、本当に何が入っているの

か、メタミドホスなのか何なのかわからない。赤

福も賞味期限の改ざんで何日に作られたもの

かどうかわからない。企業だけが知っている情

報がある。我々がいかに企業を信頼の目で見

るかが一番問われると思うのです。 

 

■「受け身」の情報公開 

 学生さんの中で「リスクコミュニケーション」の

ことを発表されていた方がいましたが、それは

一つの手法だと思います。工場周辺の住民の

皆さんとそこでコミュニケーションを取り合う。こ

の時にぜひ企業の皆さんに求めたいのは、積

極的な情報公開です。私から言うと、「うちはこう

いうことでやっていますよ」という言葉を信じるの

はあまりどうかと思うのです。事実、私が行政組

織にいたときに、積極的に行政組織のPRをしよ

うと思ったら、都合のいい情報は公開して、聞か

れて困ることは一切公開しない。地方公共団体

に勤務したときもそうだったし、組織というのは

そういうものです。だから、本当に環境問題で信

頼に足る企業というのは、リスクコミュニケーショ

ンの場で、住民から問われた事に対して答えら

れる「受け身」の情報公開ですね。問われても

いないのに、企業側から積極的に公表されるデ

ータよりも、住民から問われたデータを間髪入

れずにすぐ出せる企業は、信じてもいいと思い

ます。これからはそれぐらいの厳しさが企業にも

必要だと思います。 

 

【草野氏】 

「自分たちはこういうことをやっている」という

主張よりも、より多くの企業に受け入れていただ

きたいと思う理由の一つでもありますね。 

 石野さんは行政の立場で、環境配慮を行って

いるという会社をどのように支援していったから

良いのか、どういうことを具体的にやられている

のですか。 

 

【石野氏】 

■民間団体との連携 

環境省として、環境に関する基準を作ったり、

様々な規制の仕組みを考えたりということがあり

ます。一方で、例えば、グリーン購入法が 2000

年に制定されています。実は、あの再生紙偽装

問題などが絡んでくるわけですが。これは、国

の役所自身が製品・サービスを買うときに、率先

して環境にやさしいものを選ぶというものです。 

また、企業に一生懸命取り組んでいただくた

めの施策もあります。企業の取組を検証し、より

良いものについては表彰するという仕組みです。

例えば、昨年から始めた「エコジャパンカップ」

は、エコビジネスの芽を発見することを目的に、

環境省がいくつかの民間団体との共催で行っ
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ています。これは、ビジネスプランを出していた

だいて、専門家の方に評価していただいて表

彰するというものです。表彰式は、エコプロダク

ツ展の場で行っています。これから次代を担っ

ていく環境技術をどうやって社会に普及してい

くか、あるいは、新しい環境の価値を社会の中

にいかにしてつくりだしていくかという考えのも

と、企業の取組を積極的に見えるようにしてい

こうとする狙いがあります。 

 それから、（株）ローソンや（株）モスフードサ

ービス（モスバーガー）、イオン（株）と協定を結

んで、「マイバッグを増やす・レジ袋を削減す

る」という取組を積極的に進めています。これら

の取組がどういう効果を生んでいるか、環境に

どんな良いことがあるのかということもできるだ

けちゃんと定量的に分析し、伝える。 

 あるいは、NGO や自治体と連携して、3R

（Reduce、Reuse、Recycle）を進めるための取

組を積極的に応援しています。例えば、900ml

ビンのリユースの仕組みを作り、その運用を

様々な市に取り組んでもらうなど。そういうこと

を通じて積極的に企業の取組を前に進めよう

としています。 

 

■偽装は全体の信頼を揺るがす 

 先ほど村尾さんがおっしゃったように、裏で

偽装などが行われているということは極めて大

きな問題です。あれは単に企業と紙を使う消

費者の問題だけではありません。全国津々

浦々でリサイクルに取り組んでいる方々に、も

のすごく大きな悪いイメージを植え付けている

ということで、本当に信頼を揺るがす問題です。

こういうことは市場の中でちゃんと解決していく

仕組みを考えていく必要があるのではないか

と 近思っています。 

 

【草野氏】 

塩崎さんに伺いたいのですが、自分たちの

会社はこんなにも環境に配慮しながら活動を

行っているということをアピールする機会がな

かなかないというお話も先ほどありましたが、環

境省あるいは行政にもっと求めるとしたらどうい

うことですか。 

 

【塩崎氏】 

■過度・急撃な政策は偽装につながる 

私の個人的な考えですけれども、一つはいろ

いろな政策をお立てになって指導して行かれる

中で、あまりに過度な、あるいは急激なことをさ

れてしまいますと、それが偽装につながるという

面もあるのではないかと思っています。そういう

意味では、政府の方々に普段から企業の現状

をよくご覧いただくということが大事ではないか

と思っています。何も敵対関係にあるわけでは

ありませんので、民間と国が協力しながら生き

残っていくためにどうあるべきかを考えていくと

いうことです。住民とのリスクコミュニケーションも

非常に大事で、私どもは一生懸命やっています。

本社でも、また５つある工場のすべての地区で

やっています。そういう意味からも行政とのリスク

コミュニケーションも非常に大事なことだと私は

感じています。 

 

【草野氏】 

村尾さん、その辺りはどう感じられますか。 

 

【村尾氏】 

■官と民のコミュニケーション 

私もまったく同感です。先ほど少し企業の悪

口を言いましたが、エコインターンシップをやっ

ている企業はそんな間違いはないと思いますの

で、そういう意味では信頼しています。今私は

大きくうなずいたのですが、例えば、今、官と民

のコミュニケーションが本当に取れていません。

例えば、ヒューザーの耐震偽装事件がありまし

たが、あのときに建築基準法を大幅にきつくしま

した。そのときに業者と国土交通省があまり密

接な連携を取らず、現状を無視してきつくした

がために、今 GDP もマイナスになるぐらいの状

況になっている。また、同じようなことが金融庁

の金融商品取引法でも起こっています。これは

利用者の保護を目的としていますが、そこも業

者を無視してやっているものだから、今ものすご

いことになっている。貸金業法もそうです。 近
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は政策不況というか、官と企業のリスクコミュニ

ケーションがないがゆえに、そこから偽装につ

ながるという指摘もうなずけるのです。そういう

意味では、ぜひ官と民とのコミュニケーションを

取ってもらわないと困るなということは痛切に感

じました。 

【草野氏】 

そうなのですね。やはり、企業努力だけでは

なかなか解決できないこともたくさんあって、そう

いうことが環境に配慮するということについても

言えるではないのかと思います。 

 学生さんからの報告の中で、どんな企業でも

環境に配慮する取組はできるとありました。今回

は化学物質に特化してエコインターンシップを

スタートさせたわけですが、業種によって環境

に配慮した企業活動がしづらい企業分野とそう

でない分野はあるのでしょうか。ピーダーセンさ

ん、その辺りはどうでしょうか。 

 

【草野氏】 

ピーダーセンさん、その辺りはどうですか。 

 

【ピーダーセン氏】 

■嘘はあってはならない 

これについては二つのレベルで物事を考え

る必要があると思っています。一つは、企業の

出発点として、嘘を言ってはならないということ。

今回のような事件を見ると唖然としてしまうとい

うか、脱力状態になります。利益のためなら嘘

をついてもいいということが今日本でまかり通

っています。製紙会社の社長の皆さんを見ると、

自分たちの責任から明らかに逃げています。

品質がなんたらとか、価格がなんたらとか、そ

のためだったら嘘をついてもいいのか。これは

企業としてあってはならないことです。もっと厳

しい罰則にするべきです。それがベースにあり

ます。 

 

【ピーダーセン氏】 

■厳しいチェック機能とインセンティブ 

実際にコストがたくさんかかるのはメーカーで

すね。住友化学のようなところもそうだと思いま

すが、何か大胆な動きを打ち出したら、それを

達成するためには膨大なコストがかかる。それ

に対してサービス業は、コストはかからないが、

差別化は図りにくい。 

昨年我々は、日本の企業と約 80 のプロジェ

クトを実行しました。環境だけではありませんが、

サステナビリティ、CSR、環境関連のもので 80 ぐ

らいやっています。サービス、食品、メーカーな

ど業種を問わず、日本を代表するすべての企

業がこれに取り組み、今どうやって新しい競争

力に結びつけることができるかということが焦点

になっています。 

 

■環境負荷が大きい＝高い 

しかし、その上にはもう一つの問題が確かに

あります。例えば、再生紙の場合、 近は持続

可能な林業で作られた FSC 認証紙というもの

がありますが、その紙の方がバージンパルプ

から作られた紙よりも安くなければおかしいの

です。これは社会の仕組みです。まったくその

ようになっていないのが大問題です。バージン

パルプや、再生できないようなエネルギー、汚

染をもたらすようなものは社会の仕組みとして

高くなければいけないのです。そうでないと企

業は動こうにも動けません。いろいろ求められ

ている中で、実際にはできないのです。そこが

これからの非常に大きな課題ではないかと思

います。 

 そこでどんどん競い合ってほしい一方、ある意

味、 低限のレベルの保証は厳しく取り締まる

必要もあります。それからインセンティブをきち

んと添える。多分両方ともできていないのです。

企業はある意味で一生懸命やろうとしているの

ですが、整備されるべきものが整備されていな

い。厳しいチェック機能と、その上で明確なイン

センティブ。両方とも日本は非常に曖昧です。

両方とも必要なのです。両方とも弱いのが残念

ながら今の日本の現状だと思います。 

 

【草野氏】 

 村尾さん、その辺りはどうですか。 
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【村尾氏】 

■身近に感じられる表示が必要 

どんな企業でも…という話との関連で言うと、

どんな企業に勤めようと、我々も含めた市民が

環境意識を高めていかないと話にならないと

は思いますが、私がいつも思うのは、地球温

暖化で二酸化炭素の排出量うんぬんと言うけ

れども、やはりわからないのです。自分のどう

いう行為で一体どれだけでの二酸化炭素を排

出しているのか、また、どれだけの行為で二酸

化炭素が節約できるのかがよくわからない。 

 ようやく私も 50 歳を過ぎて健康に気を使うよ

うになってくると、社員食堂でも食べ物を見た

ときに、カロリー表示を気にするようになりまし

た。このカロリー表示のような形で、それぞれ

行動を CO2 単位で表示されるようになると我々

は身近に感じられるようになるのではないでし

ょうか。また、安井先生のスピーチを聞いてい

て、私もそうだと思ったのは、例えば、テレビの

消費電力量をデカデカと表示してもらうことな

ども必要ではないかと思います。例えば、音楽

家のスガシカオさんは、「私はマイ箸を使って

います」とか、アルピニストの野口健さんは「富

士山で清掃活動をやっています」など、目にわ

かるような活動であればわかります。どれぐら

いの CO2 か、というのをわかりやすくパンフレット

という形で出していただくというのも一つの手か

と思いました。 

 

【草野氏】 

そうですね。私自身もそう思います。こうやっ

てこまめに電気を消していることがどのぐらい地

球環境にとってためになっているのだろうか、こ

んなちっぽけなことがと思ったりもします。ただ

一つ思うのは、企業ばかりにそれを求めるので

はなく、私たち自身の意識というか、それ相応

のコストが私たちにもかかる、私たちもそれを負

担しているのだというところが、社会全体の考え

方としてまだまだ不十分のような気がします。そ

ういうことも含めて、環境に配慮しながら働くとい

うことが社会全体として底上げされていかないと、

なかなか大きなうねりにはなっていかないので

はないかということを感じたりもします。 

 さて、今日のテーマである「環境のことを考え

て働く」とは一体どういうことなのか、どうしたらい

いのか、そのためには社会の仕組みをどうやっ

て変えていったらいいのか。その辺りをお話し

いただきたいと思います。塩崎さん、お願いしま

す。 
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【塩崎氏】 

■個々人の活動への注力 

本当に難しいテーマですね。問いかけられ

るたびに返事に困るというところがあります。た

だ、何も企業は特別なものではなく、従業員は

みんな一般市民なのです。そういう意味から言

うと、会社としての目標、私どもは省エネルギ

ー、CO2 の削減、PRTR 対象物質の削減、埋

立量の削減など、きちんと目標を立てて、それ

をフォローして達成するように努力しています。

またそれを CSR レポートで公表しています。で

すから、企業としての活動はそういった手段が

けっこうあります。 

 では、従業員一人一人はどうしているのか。

そのことを考えなければいけないと思っていま

す。実は昨年度、環境省が推進する「チーム・

マイナス６％」に登録いたしました。これは先ほ

ど草野さんがおっしゃったような個々の取組に

ついて、例えば、「自動車は急発進してはだめ

ですよ」とか、「お湯をリサイクルするとこういう

効果がありますよ」とか、また、それを CO2 に換

算した数値もわかるように情報が提供されてい

ます。当社がチーム・マイナス６％に登録した

のを契機に、会社として、工場としてだけでは

なく、従業員一人一人が、しかも家庭を巻き込

んで一緒に考えていかなければならないと思

っています。こういう活動を展開しなければい

けないという思いから従業員全員での取組を

始めたところです。 

 さらに、そういう意識を向上させるために

NGO が企画している海外植林のボランティア

への参加や出前授業なども行い、企業を構成

する個人としての活動を一生懸命広げていこう

としています。できれば小・中学生の皆さんも

含めて将来の環境を考える方向にもっていき

たいと考えています。個々人の活動にもっとも

っと注力していかなければいけないと思ってい

ます。 

 

【草野氏】 

塩崎さんは会社の幹部でもいらっしゃいま

すが、どういう人材がこれから求められるとお

感じになりますか。 

 

【塩崎氏】 

■一つの企業では限界がある 

企業としていろいろな取組をやっているので

すが、一つの企業では限界がある、そういう時

期に来ていると思います。非常にわかりやすい

例が、コンビナートの共同での取組です。各企

業単独では省エネルギーには限界がある。そう

すると、周辺企業の余ったエネルギーを私ども

が使うとか、私たちの低エネルギーを周辺の企

業で使ってもらうなど、コンビナート全体で考え

て成果を出していく。そういう時代になってきて

います。話をずっと進めていくと、それを国全体

で考えていかなければいけない。あるいは、世

界全体で考えていかなければいけないという時

期になってきていると思います。そういう意味で、

必要な人材を考えた場合、広い視野で物事を

考えられる人。例えば、自分の会社だけではな

く、地域のことを考える、国のことも考える、ある

いは世界のことも考える。こういうことを考えられ

るような人材を私は望みます。 

 

【草野氏】 

村尾さん、先ほどの塩崎さんへの質問と同じ

ですが、環境と企業利潤の追求は相反するよう

に見えますが、それが相乗効果を上げていくた

めにどういうことが必要になってくると思います

か。 

 

【村尾氏】 

■意識改革 

企業もそうですが、一つは徹底した意識の改

革という意味での環境教育が必要だと思います。

これも地道で方法論はないと思うのですが、こ

れでもか、これでもかと思うぐらいメディアも環境

省も総力戦でやっていかざるを得ない。 

  

■利潤動機に訴える仕組み 

それから、あとは利潤動機に訴える仕組みを

作っていくことだと思います。例えば、デポジット

制です。飲んだ後に、このビンを持っていけば５
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円バックすると言ったら、多分誰でも持ってい

くようになるというように、もうかる仕組みを社会

の仕組みの中に入れ込んでいくことは必要だ

と思います。そういう意味では、今ガソリン税の

暫定税率の話がありますが、私はガソリン税の

暫定税率は引き下げるべきではないと思いま

す。もちろん、灯油に困っている方もいらっし

ゃるので、その方には別途違う施策を打てば

いいのです。とにかく化石燃料を使うとコストが

かかるから、違うものにする。経済原理を働か

せるという意味で CO2 を多く排出するものにつ

いては、国が税制面で高くして、なるべく消費

を抑制して他のものに移すとか、そういう経済

の仕組みの中にも税制や補助金の制度、先ほ

どのデポジットの話のように、とにかく環境にい

いことをするとお金が返ってくる、お金が節約

できるというような仕組みは作っていかざるを

得ないと思います。 

 

【草野氏】 

まだどうしても短絡的にものを考えがちとい

うか、社会そのものがそうならないと弾みはつ

かないですよね。 

 

【村尾氏】 

そうですね。そこはニワトリが先か卵が先か

のようなところですが、私は環境問題は待った

なしだと思いますから、とりあえずそういう工夫

を重ねていくことで社会の意識も変わってくる

のではないかと思います。 

 先ほどの意識改革という話でバカにできない

なと思ったことがあります。私は 30 年前に学校

を卒業しましたが、そのときの風景、例えば、こ

ういう会場でシンポジウムを開催した場合、多

分タバコを吸う人がいました。そして、ちゃんと

灰皿も置いてありました。ところが、私が就職し

てしばらくすると禁煙車ができ、今やタバコを

吸うなんていうことは考えられないように、20～

30 年の時間はかかっても、タバコがものの見

事に消えている。だから、地道に環境問題を

訴えていけば、30～40 年後にはものすごい意

識の変革があると思います。ただ、それだけで

はだめで、経済的な動機をどう埋め込むかとい

う両輪が必要だと思います。 

 

【草野氏】 

今タバコの話が出ましたが、10 年前、こういう

環境に関するシンポジウムをやったら、ほとんど

人は入っていないのではないかと思います。今

そういう意味では徐々に意識は変わってきてい

るなということは感じます。 

 ピーダーセンさん、同じ質問ですが、より循環

をよくするために、私たち個人も含めてどういう

姿勢で臨んでいけば良いとお考えですか。 

 

【ピーダーセン氏】 

■意識は十分に高い 

既に意識は個人も企業も高いと思います。 

LOHAS 消費者動向調査というものを３年ほど

やり、その結果から毎年市民の意識は高まって

きていることがわかりました。十分に高いです。

企業を見ても意識が低いということは絶対にあり

ません。問題は意識と行動の間にあるギャップ

です。市民からはそれは明確です。食品でもエ

ネルギーでも車でも、エコロジカルなものを選ぶ

ことが普通の選択になっていない。普通に手を

伸ばしたらエコロジカルなものが棚に同じ価格

であるとか、エコハウスが簡単に手に入るという

レベルではまだないわけです。 

 企業もあるレベルまで、みんなギリギリのところ

までやっているのです。それ以上やるインセン

ティブはもうありません。コストが積み重なってい

くだけという世界になっています。この意識と行

動のギャップを埋めていくには仕組みを変える

しかないのです。 

 

■我慢型では二酸化炭素は減らせない 

 今日本の政策の 大の問題は、我慢型の、

我慢頼りの仕組みだと思います。環境省の政策

もそうです。一人一人何とか我慢してやりましょ

うとか、シャワーを２分短くしましょうとか、そんな

ことでは絶対に二酸化炭素を減らすことはでき

ない。断言してもいいです。我慢型だけではい

きません。人々の意欲をくむ自発型に切り替え
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ないといけない。企業もそうです。自発型、自

発的にそこに向かうメリットが明確であるような

社会の仕組みにしないと、安井先生がご説明

されたような大きなチャレンジに立ち向かうこと

はできない。 

 これは環境省が頑張っていないという話では

全然なく、環境省はもっともっとそういう大きな

仕組みを作りたいと考えているはずです。しか

し、経済産業省や経団連という組織が、大局

観を持たずに自分たちの目先の利益ばかりで

物事を言っているところが多過ぎるのです。 

 

■自発型の仕組み 

 一つ具体例を言うと、ドイツと日本は太陽光

発電に一生懸命取り組んでいます。日本は太

陽光発電の普及率が世界一だとずっと言って

いたのですが、３年ぐらい前にドイツが設置量

で日本を抜きました。なぜか。原因は一つしか

ありません。太陽光発電パネルを屋根に載せ

て売電をすると１キロワット当たり 75 円ぐらいの

料金が電力会社からもらえるのです。そうする

と、ソーラーパネルを屋根につけた方が経済

的なメリットが個人にとってはあるわけです。そ

の仕組みを導入して、１～２年ぐらいでドイツは

日本を抜きました。面白い話で、年金者が銀

行に年金を預けるより、下ろしてソーラーパネ

ルをつけた方が良いということで、「ソーラー年

金」という概念がドイツにあるぐらいです。これ

が自発性を生むような自発型の仕組みです。

日本ではエネルギーに関しても皆無だと思い

ます。ここに取り組んでいかなければ、大きなう

ねりはできないのではないでしょうか。 

石野さんどうですか。多分石野さんの一番

のご苦労というか、悩みどころではないでしょう

か。 

【石野氏】 

■社会の仕組みを変える 

ピーダーセンさんにおっしゃっていただいた

とおりです。経済的なコストの中に環境コストを

ちゃんと織り込ませる、そういうサービスや商品

を皆さんが喜んで買っていただく、あるいは努

力した人が報われる社会を作らなければ本当

には変わらないと思っています。 

チーム・マイナス６％の web サイトを開いて見

ていただきますと、我々がどう行動すればよい

のかが表示されますが、これは意識を変えようと

いうものなので、それだけでは大きな力になりま

せん。やはり社会の仕組みを変えなければいけ

ないのです。 

 我々は、そういうことをずっと前から言っていま

す。技術はもちろん大切ですが、世の中のルー

ルの中に、経済のルールの中に、あるいは暮ら

しの中にどうやって環境のコスト、環境の価値を

入れていくかということを考える必要があります。

それが人々の行動の動機になり、取り組んだ人

にはちゃんと還元されるというように変えなけれ

ばいけない。ドイツが太陽光パネルを売る仕組

みを作ったというのはその一つの例です。 

 

■経済を環境の中にはめ込む 

 環境に合うような社会的インフラに変えていけ

ばいいのです。もともと環境問題は、公害のよう

に環境負荷をたくさん出し過ぎてしまい環境を

壊してしまったことに始まります。今はむしろ、

経済を限りある環境の中でどうやって持続させ

ていくか。そのためには環境の仕組み、考え方

を経済の仕組みの真ん中に入れていかなけれ

ばいけない。環境の価値を反映するような経済

の仕組み、あるいは技術開発の方向や暮らし

方を考えなければいけないところにきているの

です。それをどうやって社会的インフラとしてア

クションに結びつくようにもっていくかということ

が問われているのです。 

 環境省は、これまで 10 数年来環境税の導入

を言い続けているのですが、なかなか日本では

通らない。それは、我々がいつも悩んでいるとこ

ろです。しかし、引き続き頑張らなければいけな

いと思います。 

 

【草野氏】 

一番の阻害要因となっているのは何ですか。 
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【石野氏】 数が増え、皆が豊かさを求めていくということは、

グローバルレベルで見ると経済成長が向こう数

十年はほぼ確実に起こるのです。しかし、そこ

に「環境」が前置詞のように付かなければならな

いわけです。技術革新はそのように促され、ライ

フスタイルの変化が促されていく。そうすると膨

大なマーケティング、ビジネスチャンス、環境が

前置詞に付くような企業や取組、技術は伸びて

いく。ライフスタイル市場は伸びていく。そうする

と、ブレーキをかけるものよりも、環境成長経済

に長けた企業がこれからの勝者になる。それ以

外は全員倒産の道を歩んでいく。本当にそこに

分かれていくのです。 

■持続可能な発展に向けた仕組み 

経済と環境を対立軸でとらえがちな認識構

造が人々の頭にまだ残っています。今はそう

ではありません。むしろ経済の中に環境、ある

いは環境の価値を入れ込んだ経済に変えて

いかなければ将来の発展はない。持続可能な

発展というのは、本当はそういう考え方なので

す。それは 1990 年代頭、リオサミット以降に根

づいてきた考え方ですが、具体的な意思決定

にはまだ十分反映していないところがある。ヨ

ーロッパはもっと先を行って、ルールの基本を

変えています。 

 例えば、キャップ・アンド・トレード8を導入しま

した。これはCO2 を出すこと自体を一種の経済

活動の指標にして、それを勘案した経営の仕

組み、あるいは数十年先に向けた企業の発展

を考えなければいけないというところまで踏み

切っている。こういうものを日本でも導入してい

く。あるいは、世界にそれを打ち出していくとい

う姿勢がなければ、持続可能な発展に向けた

仕組みは動いていかないのではないかと思い

ます。これは日々の行動の中でどうやって実

行するかということを頭に置いて設計していく。

社会の仕組みの方を変えていくということが重

要だと思います。 

 そのようにしていくと、同軸に環境と経済が初

めて乗るのではないかと思います。例えば、経

営者が社員に、去年は赤字が 100 億円だった

から頑張ってゼロにしようというのは持続可能性

です。私も経営者ですが、それを超えた次なる

発展とは何かということを考えなければ、人々を

鼓舞することはできません。あるところを超越し

ていかないといけないのではないかと思いま

す。 

 

【草野氏】 

お話をしていると時間がどんどんなくなってし

まうのですが、今日は学生さんが本当にたくさ

んいらっしゃっています。まさに次の世代という

か、これからの人たちです。 

 

【ピーダーセン氏】 

■勝者は環境成長経済に長けた企業 先ほど学生さんからも「これから環境に貢献し

ていくのは社会的責任だ」、「そういう仕事をし

たいという思いが大切だ」というお話もありました

が、 後に皆さんから大いなる期待感も込めて、

学生さんへのメッセージを順にお願いします。

まずは、塩崎さん、お願いします。 

その関連で言うと、企業にいると持続可能

性を目標にするのはものすごく難しいことです。

潰れそうな会社は持続可能性が目標なのです

が、会社は常に発展を目標にしないと存在で

き得ません。し得ないのです。そこで、私が思

うことは、「持続可能な発展」というのは、何か

ブレーキのように企業の中では聞こえてしまい

ます。私の持論ですが、これからの時代はまさ

に安井先生からいただいたデータを見ると、環

境成長経済にならざるを得ないのです。人の

 

【塩崎氏】 

■ポイントは、技術開発 

私どもは、環境がコストアップになるという考

え方は間違っていると思います。私たちは製品

コストを計算するときには環境コストも考慮しま

す。これは必要なコストの一部です。ですから、

製品を作るときには環境対策をするのは当然の

                                                 
8 政府が温室効果ガスの総排出量（総排出枠）を定め、それを個々

の主体に排出枠として配分し、個々の主体間の排出枠の一部の移

転（または獲得）を認める制度（引用：EIC ネット） 
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ことになっていかなければなりません。環境に

配慮しながらどのように将来に向かって進んで

いくのか。私どもはキャッチフレーズとして「グリ

ーンプロセス」、「クリーンプロダクト」を打ち出

していますが、ポイントは技術開発です。例え

ば、CO2 の問題が出ていましたが、いま技術は

世界でも大きく異なっていると思います。日本

は非常に進んでいると思います。そのときに遅

れているところにいかに先端の技術を採用さ

せて、製品トン当たりの環境負荷を下げるか。

こういうことを企業として、あるいは化学工業界

の連合体としてやっていかなければいけない

と思います。キャップ・アンド・トレードの話が出

ましたが、そういう技術のベースがなければ、

いくらキャップをかけようとしても、将来サステ

ナブルに発展していかないと思っています。そ

ういうことで皆さん、技術開発は本当に根幹で

すから、ぜひ肝に銘じていただきたい。 

容も変えていきたいと思います。ただし、やって

いくときに実りのあるディスカッションをしないと

いけません。そういう意味では、企業が行ういろ

いろな説明に対してもっと関心を持っていただ

くこと。また、企業に入ってからはそういうことを

説明できる人材が求められます。 

 

■基礎学力がないと応用ができない 

後に、企業に入りますと応用問題が多いの

です。個別の問題をそれぞれやっても、一つの

問題は解けてもすべての問題は解けないと思

います。皆さんの専門あるいは周辺の基礎学力

をしっかりつけておいていただきたい。基礎学

力がないと応用はできません。専門や基礎学力

をしっかりつけて、会社に入って応用問題を解

いて、発展する企業あるいは社会を構築してい

く。このように今の学生には望みます。よろしく

お願いします。 

 技術の話だけをすると、事務系の方は関係

ないのかと思われるかもしれませんが、環境負

荷を検討するのにいろいろな指標を先生方が

検討されています。例えば、JEPIX9やマテリア

ルフローコスト会計10などがあります。投資をす

る際に優遇税制の問題もあります。そういうこと

を考えるのは必ずしも技術系だけではなく事

務系の方々にもできるのではないかと思って

います。いろいろな働く現場があると思いま

す。 

 

【草野氏】 

何か就職説明会のようになりました（笑）。村

尾さん、お願いします。 

  

【村尾氏】 

■ピンチはチャンス 

私が若い人に向かって言いたいのは、ピンチ

はチャンスなのです。私に言わせれば、日本の

歴史の中で太平洋戦争に負けて、誰もががっく

りきた。それから世界第二位の経済大国になっ

た。やはり、あれはあのときのピンチをチャンス

に変えたのだと思います。今もう１回そのときが

訪れていると思います。今度のキーワードは間

違いなく「環境」だと思います。今いろいろ悲観

的なシナリオが出されていますが、それをチャ

ンスにするのは皆さん方の若い力だと私は思い

ます。 

 

■企業に関心を持つ 

 また、学生さんの発表の中に非常に根幹を

突いたシビアな指摘がありました。いわゆるリス

クコミュニケーションについて「情報格差」という

指摘です。残念ながらまさにそのとおりの点が

今あると思っています。この意味ではコミュニケ

ーションについてもっともっと機会を増やし、内

 皆さん方のチャンスにする力を、まさにピーダ

ーセンさんがおっしゃったように、いやいやなが

らではなく、ボランタリーに、自発的にそれをチ

ャンスとしていくような枠組みを作るのは私たち

の責任だと思いますが、チャンス到来と若い人

は考えてもいいと思います。 

                                                 
9 環境格付けを理論的にサポートするための新しい環境パフォ

ーマンス評価手法（引用：JEPIX web サイト） 
10 製造プロセスにおける廃棄物コスト等を物量単位と金額単位

で測定するシステム。廃棄物・排出物の正確な原価を算定し、原

材料費、加工費（エネルギーコスト等）を削減する手法。環境管

理会計（企業の内部管理に特化した環境会計）の主要手法。（引

用：経済産業省 平成 19 年 11 月 16 日マテリアルフローコスト会

計（MFCA）の国際標準化の提案について） 
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【草野氏】 【草野氏】 

では、ピーダーセンさんお願いします。 ありがとうございます。では、 後になります

が、石野審議官、お願いします。  

【ピーダーセン氏】  

エコインターンシップは企業を中から見る、

ものすごくいいチャンスです。ですから、たくさ

ん受けられたらいいと思います。また、企業を

助けるために環境省がひな型のプログラムを 3

パターンぐらい用意してあげるといいですね。

パターンＡ、Ｂ、Ｃと、このように作れますよと説

明すると企業も乗りやすいのではないでしょう

か。多分もうお考えだろうと思いますが。ぜひ

発展するといいと思います。 

【石野氏】 

■答えより先ず問題を知る 

今お三方から非常に重要なポイントをご指摘

いただきました。塩崎さんがおっしゃったような

基礎学力や幅広く応用できるような力をつける。

また、チャンスを生かす。それから、ピーダーセ

ンさんがおっしゃった三つの視点を踏まえてや

っていくことが必要だと思います。 

 エコインターンシップは今年が１回目ですから、

今皆さんにおっしゃっていただいたことを踏まえ

て、よりよいものに改良を加えていきたいと思っ

ています。また、エコインターンシップは、社会

と学生が出会う場です。そこで環境問題への理

解も相互に深める。持続可能な発展に向けて

何ができるか、どうすればいいかという答えを求

めるより、まず先にどういう問題があるかというこ

とをしっかり見ることが重要ではないかと思いま

す。 

 

■広い視野、深い追求、粘り強さ 

 環境を考えて働くとか、環境に対して行動し

ていくときに常に必要だと思う三つの視点があ

ります。これはずっと仕事をやってきて思うこと

です。学生も日々そういう仕事に取り組んでい

る人も関係ないと思いますが、まず一つ目は、

広い視野を持つということです。狭くなりがちで

す。広い視野、世界を見よう。世界で 先端は

何か。何がリーディングなのか。常に広い視野

を持つということです。学生は狭くなる必要は

一切ありませんから、まず広い視野を持つ。後

で落とし込むときには狭い視野が必要だったり

します。 

 環境は現在世代のものというより、むしろ将来

の世代の人たちからの借りものだと我々は思っ

ています。将来の世代が、現在と同様の環境の

恵みを享受できるようにしていくということは重

要です。そういう意味でこういう機会を通じて社

会に芽を広げていきたいと思っています。この

ようなシンポジウムをまた来年もぜひやりたいと

思っています。 

 二つ目は深い追求。これも 後まで追求し

続けないといけません。どこかで止まる場合が

非常に多いのです。誰かに気を使ってとか、

自分のポジションはどうかとか、こんなことを言

ってもいいのかということはよくありますが、もっ

と深く追求する。もっと解決策はないか、方法

論はないかと深く追求することが二つ目です。 

 

■環境人材づくり 

 それから、環境省として、環境教育を広めてい

くために、環境人材づくりのための様々なビジョ

ンづくりや産学官民の連携によってインターン

シップあるいは大学レベルの連携を進めるとい

うことも今考えているところです。さらにいろいろ

な取組を通じて環境教育の仕組みを充実させ

ていきたいと思っています。 

 三つ目は一番重要かもしれませんが、粘り強

さです。問題はそんなに簡単に解決しないし、

企業の中でもコストだったり、いろいろなトレー

ドオフがあったりするので、粘り強さが必要で

す。この三つです。広い視野、深い追求、粘り

強さ、これが何か行動を起こしていくポイントで

はないかと思います。 
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【草野氏】 ■世界を見る、企業を見る 

ありがとうございました。環境に配慮した暮ら

しというのは何がいいかというと気持ちいいで

すよね。心地いい。それが私の中の出発点だ

ったりします。非常に単純なことですが、その

気持ちよさがないとかっこ悪いし、気持ち悪い

なという思いで暮らしたくないなと思ったりしま

す。 

 視野を狭くもたないという話がありましたが、い

ろいろなことに目配りして、いろいろな世界を見

て、いろいろな会社を見ることは学生あるいは

若いうちにできる一番大切なことだと思います。 

 新年度は新たにエコインターンシップの規模

も今年よりはずいぶん広がるようなこともお聞き

していますので、もし機会がありましたらぜひ応

募して、その活動の様子を拝見されたらいいの

ではないかと思います。 

■企業に関心を持つ、評価する 

 今日学生さんが発表してくだった企業は４社

ありましたが、新聞や情報紙を読んでいて、例

えば、企業の CSR レポートを読む機会は普通

だとありません。また、学生さんが報告してくれ

たとき、ああ、企業はここまでやっているのだと

いうことに驚きました。私たちはそういうことに

関心もって、ちゃんと取り組んでいるところ、し

かも努力しているところはきちんと評価していく

ということもとても大切なで、また、できることの

一つという気がします。 

 時間が少しオーバーしてしまいましたが、これ

からの活動に私たち自身も取り組んでまいりた

いと思います。 

皆さん、 後までご清聴いただきまして本当

にありがとうございました。また、パネラーの皆さ

ん、どうもありがとうございました。 
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【用語解説】 循環、共生、参加、国際的取組を長期的目標に据付

けて、地球温暖化対策、循環型社会の形成、交通対策、

水循環の確保、化学物質対策、生物多様性の保全、環

境教育・環境学習などに重点をおいて施策を展開してい

くこととされている。 

 
１．リオサミット 

環境と開発に関する国際連合会議。1972 年 6 月に

ストックホルムで開催された国連人間環境会議の 20 周

年を機に、1992 年 6 月にブラジルのリオ・デ・ジャネイロ

で開催された首脳レベルでの国際会議。「地球サミット」

と呼ばれることもある。人類共通の課題である地球環境

の保全と持続可能な開発の実現のための具体的な方

策が話し合われた。この会議には 100 余ヶ国からの元

首または首相を含め約 180 ヶ国が参加した。また、

NGO や企業また地方公共団体からも多数が参加し多

様な催しも開催された。この会議で、持続可能な開発に

向けた地球規模での新たなパートナーシップの構築に

向けた「環境と開発に関するリオデジャネイロ宣言（リオ

宣言）」やこの宣言の諸原則を実施するための「アジェ

ンダ 21」そして「森林原則声明」が合意された。また、別

途協議が続けられていた「気候変動枠組み条約」と「生

物多様性条約」への署名が開始された。 

 
４．京都会議 

気候変動枠組条約第 3 回締約国会議。「気候変動に

関する国際連合枠組条約（気候変動枠組条約）」の第 3
回締約国会議。1997 年 12 月 1 日から 10 日まで、京都

で開催された。 
会議は EU、日米、途上国などいくつかのグループに

分かれ、いろんな問題で国益や思惑がからんで紛糾した。

しかし、 終的にはぎりぎりのところで合意が成立し、第 1
回締約国会議の決定（ベルリン・マンデート）に従って、

先進国の温室効果ガスの排出削減目標を定める法的文

書とともに、排出権取引、共同実施、クリーン開発メカニ

ズムなどの柔軟性措置が「京都議定書」の形で採択され、

今後の地球温暖化防止対策に向けて大きな一歩を踏み

出すこととなった。  
 ２．環境基本法 
５．WSSD それまでの公害対策基本法、自然環境保全法では、

対応に限界があるとの認識から、地球化時代の環境政

策の新たな枠組を示す基本的な法律として、1993 年に

制定された。環境省所管。 

2002 年 8 月 26 日から 9 月 4 日まで、人類のゆりかご

であるアフリカ大陸（会場は、南アフリカのヨハネスブル

グ）において開催された国連主催の首脳会議。人類が抱

える困難な課題に世界の関心を向け、解決を目指して世

界的な行動を促すことを目的とした。 
基本理念としては、（1）環境の恵沢の享受と継承等、

（2）環境への負荷の少ない持続的発展が可能な社会

の構築等、（3）国際的協調による地球環境保全の積極

的推進が掲げられている。この他、国、地方公共団体、

事業者、国民の責務を明らかにし、環境保全に関する

施策（環境基本計画、環境基準、公害防止計画、経済

的措置など）が順次規定されている。また、6月5日を環

境の日とすることも定められている。 

この会議は、「アジェンダ 21」が採択された 1992 年の国

連環境開発会議（リオ・デ・ジャネイロで開催）から 10 年

が経過したのを機に、同計画の実施促進やその後に生

じた課題当についてハイレベルで議論することを目的に

企画されたもので、「リオ＋10」とも言われ、世界 104 カ国

の首脳、190 を超える国の代表、また国際機関の関係者

のほか NGO やプレスなど合計 2 万人以上が参加したと

集計されている。 
 

３．環境基本計画 
「アジェンダ 21」をより具体的な行動に結びつけるため

の包括的文書である「行動計画」及び首脳の持続可能な

開発に向けた政治的意志を示す「ヨハネスブルグ宣言」

が採択され、さらに自主的なパートナーシップ・イニシア

チブに基づく 200 以上の具体的プロジェクトが登録され

た。 

環境基本法（1993）の第 15 条に基づき、政府全体の

（1）環境保全に関する総合的・長期的な施策の大綱、

（2）環境の保全に関する施策を総合的かつ計画的に推

進するために必要な事項を定めるもの。環境大臣が中

央環境審議会の意見を聴いて案を作成し、閣議決定に

より政府の計画として定めることとされている。策定のプ

ロセスにおいては、パブリックコメントの募集や各種団体

との意見交換など、国民参加の促進を図っている。

1994 年 12 月に策定され、2000 年 12 月の改定を経て、

2006 年 4 月から第三次環境基本計画として定められて

いる。政府が一体となって進める施策とともに、多様な

主体に期待する役割についても示している。 

 
 引用：EIC ネット［環境用語集］ 

１．「環境と開発のための国連会議」 

２．「環境基本法」 

３．「環境基本計画」 

４．「気候変動枠組条約第 3 回締約国会議」 

５．「持続可能な開発に関する世界首脳会議」 
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